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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 17,796 7.9 1,738 30.7 1,820 28.6 1,262 28.3

2021年３月期第３四半期 16,493 △0.4 1,330 △0.1 1,415 △1.2 984 3.2
(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期 1,474百万円( △29.3％) 2021年３月期第３四半期 2,085百万円( 98.0％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 83.65 ―

2021年３月期第３四半期 65.04 ―
　　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 41,613 26,472 63.6

2021年３月期 39,889 25,519 64.0
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 26,472百万円 2021年３月期 25,519百万円
　　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 14.00 ― 19.50 33.50
2022年３月期 ― 15.00 ―
2022年３月期(予想) 15.00 30.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,100 5.9 2,780 21.4 2,850 18.9 1,930 18.2 127.85
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ― 社（社名） 、除外 ― 社（社名）
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 15,160,000株 2021年３月期 15,160,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 63,464株 2021年３月期 64,124株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 15,096,292株 2021年３月期３Ｑ 15,131,455株

（注）当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給

付信託（BBT）」に係る信託口が保有する当社株式が含まれております（2022年３月期３Ｑ53,100株、2021年

３月期53,800株）。また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株

式に含めております(2022年３月期３Ｑ53,380株、2021年３月期３Ｑ18,240株)。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信(添付資料)３ページ
「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の長期化に伴い経済活動の正常化

までには至っていないものの、ワクチン普及のほか様々な継続的な感染対策の取り組みにより行動制限も徐々に緩

和され、持ち直しの動きも見られました。一方、製造業を中心に半導体をはじめとした電子部品の供給不足による

生産への影響や原材料価格の上昇等もあり、依然として先行き不透明感が続いております。

この様な情勢の中で、2021年度から2023年度までの新中期経営計画「チャレンジ280」を策定し、当社グループは

どのような環境下にありましても、「危機感」と「決断」と「スピード」を常に念頭におき、変化に対応すること

によって、受注・売上を拡大し、市場競争を勝ち抜くべく、全社を挙げて努力しております。

当第３四半期連結累計期間の業績は、主に精密機械事業が堅調に推移したことにより、受注高は219億１千７百万

円（前年同期比23.7%増）、売上高は177億９千６百万円（前年同期比7.9%増）となりました。また、損益において

は、コストダウンと経費節減に当社グループ一丸になって注力した結果、経常利益は18億２千万円（前年同期比

28.6%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は12億６千２百万円（前年同期比28.3%増）となりました。なお、

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等の

適用により、売上高は１億４千５百万円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ１千万円増加

しております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

搬送機械事業

搬送機械事業では、既存顧客からのリピート受注、自動倉庫や生産・物流分野などに、ピッキングシステムや新

商品を使ったソリューションを提案するとともにサービス・メンテナンスにも注力し、拡販を図ってまいりまし

た。その結果、受注高は65億９百万円（前年同期比0.6%増）、売上高は前年同期に売り上げたような大口物件がな

かったこともあり58億２千万円（前年同期比11.4%減）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売

上高は１億４千２百万円増加しております。

産業機械事業

産業機械事業では、受注高は51億５千５百万円（前年同期比1.5%減）、売上高は民需向けやゲート分野の大型案

件もあり38億２千２百万円（前年同期比5.6%増）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高

は２百万円増加しております。

精密機械事業

精密機械事業では、国内は補助金効果もあり設備投資需要の回復基調が見られ、海外は中国向けワイヤ放電加工

機の輸出が前連結会計年度から堅調に推移し、受注高は99億４千５百万円（前年同期比73.4%増）、売上高は78億４

千２百万円（前年同期比30.6%増）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は０百万円減少

しております。

その他の事業

その他の事業では、営繕工事などを行っており、受注高は３億５百万円（前年同期比6.9%増）、売上高は３億１

千１百万円（前年同期比4.5%増）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高に与える影響は

ありません。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末より17億２千４百万円増加し、416億１千３百万

円となりました。その主な要因といたしましては、受取手形、売掛金及び契約資産が19億４百万円（前連結会計年

度末の受取手形及び売掛金との比較）減少したものの、現金及び預金が26億９千１百万円、仕掛品が３億１千７百

万円、投資有価証券が３億３百万円、原材料及び貯蔵品が２億７千２百万円増加したことなどによるものでありま

す。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末より７億７千１百万円増加し、151億４千１百万円となりました。その主な要因

といたしましては、流動負債のその他が６億３千６百万円、未払法人税等が４億７千２百万円減少したものの、電

子記録債務が13億５千１百万円、固定負債のその他が３億２千６百万円、契約負債が１億２千７百万円（前連結会

計年度末の前受金との比較）増加したことなどによるものであります。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末より９億５千２百万円増加し、264億７千２百万円となりました。その主な要

因といたしましては、利益剰余金が７億３千２百万円、その他有価証券評価差額金が２億７百万円増加したことな

どによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2021年10月29日発表の数値から変更はありません。

今後、何らかの変化がある場合には適切に開示してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,954,517 13,646,420

受取手形及び売掛金 7,518,265 -

受取手形、売掛金及び契約資産 - 5,614,115

電子記録債権 1,680,449 1,585,246

仕掛品 1,146,440 1,463,969

原材料及び貯蔵品 1,711,601 1,984,062

その他 60,592 172,446

流動資産合計 23,071,867 24,466,260

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,537,204 3,382,667

土地 5,006,687 5,002,927

その他（純額） 1,498,300 1,502,860

有形固定資産合計 10,042,191 9,888,455

無形固定資産 45,914 47,776

投資その他の資産

投資有価証券 5,298,490 5,601,844

その他 1,436,059 1,614,643

貸倒引当金 △5,245 △5,245

投資その他の資産合計 6,729,304 7,211,242

固定資産合計 16,817,409 17,147,475

資産合計 39,889,277 41,613,736
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,921,954 2,019,718

電子記録債務 4,542,906 5,894,807

短期借入金 416,250 416,250

未払法人税等 632,894 160,526

契約負債 - 959,995

前受金 832,324 -

その他 1,974,584 1,337,940

流動負債合計 10,320,914 10,789,237

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 1,477,866 1,477,866

役員退職慰労引当金 17,770 20,140

製品保証引当金 711,335 675,003

役員株式給付引当金 7,237 6,123

退職給付に係る負債 1,118,792 1,130,229

その他 715,747 1,042,579

固定負債合計 4,048,750 4,351,943

負債合計 14,369,664 15,141,180

純資産の部

株主資本

資本金 2,658,400 2,658,400

資本剰余金 2,616,594 2,616,594

利益剰余金 13,798,774 14,531,224

自己株式 △64,629 △63,902

株主資本合計 19,009,140 19,742,317

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,048,285 3,255,337

土地再評価差額金 3,363,734 3,371,404

退職給付に係る調整累計額 98,453 103,495

その他の包括利益累計額合計 6,510,473 6,730,238

純資産合計 25,519,613 26,472,555

負債純資産合計 39,889,277 41,613,736
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 16,493,953 17,796,913

売上原価 12,089,971 12,648,541

売上総利益 4,403,981 5,148,371

販売費及び一般管理費 3,073,260 3,409,449

営業利益 1,330,720 1,738,922

営業外収益

受取利息 160 130

受取配当金 65,460 64,399

その他 38,999 23,891

営業外収益合計 104,620 88,420

営業外費用

支払利息 2,890 3,425

コミットメントフィー 14,814 814

障害者雇用納付金 1,850 2,200

その他 615 718

営業外費用合計 20,170 7,159

経常利益 1,415,170 1,820,183

特別利益

固定資産売却益 - 22,848

特別利益合計 - 22,848

特別損失

固定資産除却損 3,388 1,676

投資有価証券売却損 0 -

会員権解約損 4,762 -

特別損失合計 8,151 1,676

税金等調整前四半期純利益 1,407,019 1,841,355

法人税、住民税及び事業税 174,535 309,007

法人税等調整額 248,297 269,605

法人税等合計 422,833 578,613

四半期純利益 984,186 1,262,742

親会社株主に帰属する四半期純利益 984,186 1,262,742
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 984,186 1,262,742

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,108,070 207,052

退職給付に係る調整額 △7,177 5,041

その他の包括利益合計 1,100,893 212,094

四半期包括利益 2,085,079 1,474,836

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,085,079 1,474,836

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、工

事契約について、従来は工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準によってお

りましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、履行義務を充足する

につれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、

主として発生原価に基づくインプット法によっております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積

もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識してお

ります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従

ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識

会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変

更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四

半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は145,112千円増加し、売上原価は70,628千円増加し、営業利益

は26,849千円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ10,271千円増加しております。また、

利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることとしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大の影響に関する会計上の見積りについて）

当第３四半期連結累計期間において、新型コロナウイルス感染症が四半期連結財務諸表に与える影響は軽微で

あり、今後、新型コロナウイルス感染症は収束していくと想定しております。

上述した仮定のもと、当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、四半期連

結財務諸表作成時までに入手可能な情報に基づき、合理的な金額を見積もって計上しております。

なお、前連結会計年度末の仮定について重要な変更を行っておりません。

（取締役に対する株式給付信託(BBT)について）

当社は、2020年６月26日開催の第87回定時株主総会決議に基づき、取締役（社外取締役を除きます。以下、断

りがない限り、同じとします。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit

Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

(1)本制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本

信託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株

式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付

される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の

退任時となります。

(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額は59,121千円、株式数

は53千株であります。

　


